


（調査・復旧に関する技術的支援） 
第６条 協定書第２条第５号に定める調査・復旧については、甲が管理する公共土木施設の

土工部、橋梁部及びトンネル部等の大規模構造物並びに公共建築施設の異常、変形及

び損傷等の調査及び復旧に対し、乙が技術的に支援するものとする。 
 
（相互の道路機能の活用） 
第７条 協定書第２条第６号に定める相互の道路機能の活用にあたっては、緊急車両等輸送

路を早期に確保するために、甲、乙相互の管理区分に縛られることなく柔軟に対応す

るものとする。 
 
（地域の安全性向上に関する取組み） 
第８条 協定書第２条第７号に定める地域の安全性向上について、甲及び乙は平時から連携

協力し、必要な取組みの実施に努めるものとする。また、大規模災害発災時における

道路啓開等の緊急対応についても、甲及び乙は、自己の業務に支障のない可能な範囲

で、支援、協力を行うものとする。 
 
（その他必要と認められる事項） 
第９条 協定書第２条第８号に定めるその他必要と認められる事項については、その都度甲

と乙が協議して定めるものとする。 
 
（協力要請） 
第１０条 協定書第３条の規定する文書は、別記様式第１号のとおりとする。 
２ 要請を受けた甲及び乙は協力要請に対する回答を口頭又は電話で行い、後日速やかに別

記様式第２号の文書を送付するものとする。 
３ 要請に基づく措置の実施にあたっては、実施内容、実施範囲について相互に十分調整を

行うものとする。 
４ 要請を受けた甲及び乙が、要請の基づく措置を完了した場合は、別記様式第３号により

相手方に報告するものとする。 
 
（情報連絡体制） 
第１１条 甲及び乙は協定書第５条に規定に基づき、担当部局の名称及び連絡先を協定書締

結後速やかに別記様式第４号により報告するものとし、変更が生じた場合は、直ちに

相手方に報告するものとする。 
 
 
 
 






